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仕 様 書 
 

１ 委託業務番号 令和６年度 長道河第５５号 

２ 委託業務名称 都市計画道路大戌亥山階線整備事業 

物件移転補償予備調査業務委託 

３ 委託業務場所 長浜市大辰巳町 

４ 履 行 期 限 契約締結日の翌日から１８０日間 

 

 

第１条 適用範囲 

本仕様書は、都市計画道路大戌亥山階線整備事業 物件移転補償予備調査

業務委託（以下「本業務」という。）に適用するものとする。 

 

２ 本業務の実施にあたっては、本仕様書によるほか、用地調査等業務共通仕

様書（H13.9.20 付国近整一用第 71 号 最近改正 R6.3.22 付国近整用企第 122

号) (以下「共通仕様書等」という。) によるものとする。 

 

第２条 業務目的 

本業務は、都市計画道路 3.4.11 号大戌亥山階線整備事業の実施に向けて必

要となる物件移転補償予備調査を行い、事業の円滑な進捗を図ることを目的と

する。 

 

第３条 対象範囲 

本業務の調査対象範囲は、別紙に示す長浜市大辰巳町地先、室町地先とす

る。 

 

第４条 業務内容 

  本業務における調査項目及び数量は、以下のとおりとする。 

 

区分 項  目 数 量 備考 

予備 

調査 

作業計画の策定 １業務  

現地踏査 １業務  

関係資料収集 2 権利者  

企業内容等の調査 1 事業所  

敷地使用実態の調査 15,000 ㎡以上 25,000 ㎡未満 1 事業所  

駐車場等の使用実態追加調査 1,300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 1 回  

建物調査 200 ㎡未満 5 棟  

建物調査 200 ㎡以上 400 ㎡未満 3 棟  



 

 

建物調査 400 ㎡以上 600 ㎡未満 1 棟  

建物調査 600 ㎡以上 1,000 ㎡未満 1 棟  

建物調査 1,000 ㎡以上 1,500 ㎡未満 1 棟  

建物調査 1,500 ㎡以上 2,000 ㎡未満 1 棟  

機械設備等調査 2,000 ㎡以上 3,000 ㎡未満 1 事業所  

移転計画案の作成 15,000 ㎡以上 25,000 ㎡未満 1 事業所  

 

第５条 打合せ等 

本業務を適正かつ円滑に実施するため、受託者と監督員は常に連絡をとり、

打合せを行うものとし、その結果を、受託者が書面に記録して、提出するもの

とする。 

（1）打合せ等の記録は打合せ後速やかに提出するものとする。 

（2）打合せは、以下のとおりとする。 

   業務着手時 

   中間打合せ ３回 

   成果物納入時 

 

第６条 管理技術者及び照査技術者 

 １ 次の全てを満たす管理技術者を１人以上配置できること。 

ア 補償業務管理士（物件部門）及び補償業務管理士（機械工作物部門）の資格

を有すること。 

イ 公告日の前日から起算して３か月以上の直接的な雇用関係にあること。 

 ２ 次の全てを満たす照査技術者を１人以上配置できること。 

ア 補償業務管理士（物件部門）の資格を有すること。 

イ 公告日の前日から起算して３か月以上の直接的な雇用関係にあること。 

 ３ 管理技術者と照査技術者との兼務は不可とする。 

 

第７条 成果品 

  提出すべき成果品は次のとおりとする。 

 

  報告書（A4 版）2 部 

  ※データをＣＤにまとめ納品すること。 

 

第８条 資料の貸与 

本業務の実施に関し委託者が所有する資料等は、所定の手続きにより貸与す

るものとする。 

なお、本業務完了後すみやかに委託者に返却しなければならない。 

 

第９条 土地への立入り 



 

 

受託者は、本業務の実施にあたり他人の所有する土地又は占有する土地、施

設等に立ち入る必要がある場合は、予め所有者等の了解を得て、円滑に業務遂

行できるように努めなければならない。 

 

第 10 条 機密の保持 

受託者は本業務上、知り得た内容等を他に洩らしたり、成果品等を委託者の

許可なく公表、または貸与したりしてはならない。 

 

第 11 条 業務上の疑義 

業務上、疑義が生じた場合は、協議のうえ、監督員の指示に従って業務を行

うものとする。 

 

第 12 条 事故への対処 

  受託者は、本業務実施中に生じた諸事故に対して一切の責任を負い、発生

原因、経過および被害等の状況を市に速やかに報告するとともに、市の指示

に従うものとする。 

 

第 13 条 検査 

  受託者は業務完了時に市の検査を受けなければならない。 

  業務完了時において、明らかに受託者の責めによる業務の瑕疵が発見され

た場合、受託者はただちに業務の修正を行わなければならない。 

 

第 14 条 引き渡し 

  受託者は、業務の検査に合格後、本仕様書に指定された成果品一式を納品

し、市への引き渡しをもって業務完了とする。 

 

第 15 号 費用の負担 

  業務の検査等に必要な費用は、本仕様書に明記のないものであっても、原

則として受託者の負担とする。 

 

第 16 条 成果品に対する責任の範囲 

  受託者は、本業務完了後といえども、数値の誤り、誤植等の不備が発見さ

れた場合には、速やかに成果品の修正をしなければならない。 

 

第 17 条 成果品の瑕疵 

  納品後、成果品に「瑕疵」が発見された場合は、市の指示に従い、必要な

処理を受託者の負担において行うものとする。 

 

第 18 条 法令等の遵守 



 

 

  受託者は、本業務の実施にあたり、関係する法令等を遵守しなければなら

ない。 

 

第 19 条 「不当介入に関する通報制度」の徹底 

受注者は、暴力団員等（暴力団の構成員及び暴力団関係者、その他市発注工 

事等に対して不当介入をしようとするすべての者をいう。）による不当介入(不

当な要求又は業務の妨害)を受けた場合は、断固としてこれを拒否するととも

に、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要

な協力を行うものとする。 

 

2. 受注者は前項により通報を行った場合には、速やかにその内容を記載した

通報書（別紙様式第１号）により所轄警察署に届け出るとともに、監督職員

に報告するものとする。また、請負者は、以上のことについて、下請負人

（再委託の協力者を含む）に対して、十分に指導を行うものとする。 

 

3. 受注者は、暴力団員等による不当介入を受けたことが明らかになり、工程

等に被害が生じた場合は、監督職員と協議するものとする。 

 

第 20 条 記載なき事項の取り扱い 

  本仕様書に記載なき事項については、監督員と協議のうえ、その指示に従

うこと 

 



別紙様式第１号
令和　年(20  年)  月   日

　不当要求
　業務妨害

　滋賀県長浜警察署長　様

　　長　 浜　 市　 長　 様　

(通報者)　　　　　　　　　　　　　　　

※ 滋賀県 　　　　警察署

取扱署等 　　　　　　課

（本社） 電話 (      )    -    

所在地 FAX (      )    -    

（現場事務所） 電話 (      )    -    

FAX (      )    -    

名　称

（現場事務所の代表者）

（通報者の職・氏名）

電話 (      )    -

通報者 （対応者）

 等 　　所属会社名 電話 (      )    -

　　氏　名

　　役　職

住所 電話 (      )    -

FAX (      )    -

所属

役職

氏名

令和　　年　　月　　日　　　　時　　分頃　

〔元請・下請〕(下請の場合は、現場事務所の所在地) 電話 (      )    -

FAX (      )    -

工事件名

不当介入の

内容・被害

の状況

（警察への通報） 有　・　無

（通報先警察署） 滋賀県 警察署 課

（通 報 日 時 ） 令和　　 年　　 月　　 日　　　 時　　　 分頃　　　

　２　不当介入の行為者の名刺、提示物等の参考資料がある場合は、その写しを添付すること。
　３　下請負先（再委託先）において発生した場合であっても、必ず元請負人（発注者）が聞
　　取り調査をして記入し、通報すること。
　４　※の欄は、警察署において記入すること。

注１　第一報は、この様式に必要事項を記入したうえ、長浜警察署刑事課あて電話で行った後、
    その旨を　「警察への通報状況」の欄に記入して発注者及び長浜警察署あて送付（電子
    メール・FAX可）すること。

不 当 介 入 事 案 通 報 書

警察への
通報の状況

請  負  者

不当介入の
行為者

発生日時
・場所

代表者


